
公益法人の
区分

国所管，都道
府県所管の
区分

応札・応募者
数

1
「外交史料館所蔵史料等の脱酸性化処
理」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月4日 キハラ・プリザベーション株式
会社

9030001013221 埼玉県さいたま市中央区円阿弥７
丁目３番２３号

契約の性質又は目的から特定の者
でなければ納入または履行できず、
他に競争を許さないため（会計法第
29条の3第4項）。

1,531,235 1,531,235 100.0% － － － － －

2
「APEC閣僚会議におけるテレビ会議の
環境構築及び運用支援」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月4日 コミュニ・クラウド・ジャパン株式
会社

2020001109803 神奈川県横浜市中区扇町１丁目１
番地２５

緊急の必要により特定の者でなけ
れば当該業務を履行できず、他に
競争を許さないため（会計法第29条
の3第4項）。

1,177,000 1,177,000 100.0% － － － － －

3
「ABACとの対話及びAPEC首脳会議に
おけるテレビ会議の環境構築及び運用
支援」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月5日 コミュニ・クラウド・ジャパン株式
会社

2020001109803 神奈川県横浜市中区扇町１丁目１
番地２５

緊急の必要により特定の者でなけ
れば当該業務を履行できず、他に
競争を許さないため（会計法第29条
の3第4項）。

1,243,000 1,243,000 100.0% － － － － －

4
「ABACとの対話及びAPEC首脳会議に
おけるテレビ会議の同時通訳システム
等構築」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月9日 株式会社放送サービスセン
ター

4011101019544 東京都新宿区四谷本塩町４番４０
号

緊急の必要により特定の者でなけ
れば当該業務を履行できず、他に
競争を許さないため（会計法第29条
の3第4項）。

1,065,700 1,065,700 100.0% － － － － －

5
「米国における健康安全保障と日米協
力に関する発信」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月11日

ジョンズ・ホプキンス大学ポー
ル・H・ニッツィ高等国際問題研
究大学院ライシャワー東アジア
研究所

法人番号なし 1101 E.33RD STREET,STE B001
BALTIMORE,MD 21218-3637 USA

本件サービスの提供が可能な者
は、本契約の相手方の他になく、他
に競争を許さないため（会計法第29
条の3第4項）。

8,640,000 8,640,000 100.0% － － － － －

6
「専門医による大気汚染講演の実施及
び動画制作」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月11日 コプラ株式会社 8010001078399 東京都渋谷区神宮前２丁目３０番
９号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を許
さないため（会計法第29条の3第4
項）。

4,300,000 4,290,000 99.7% － － － － －

7
「ASEM首脳会合の環境構築及び運用
支援」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月12日 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 6010001135680 東京都文京区後楽２丁目６番１号

緊急の必要により特定の者でなけ
れば当該業務を履行できず、他に
競争を許さないため（会計法第29条
の3第4項）。

1,357,400 1,357,400 100.0% － － － － －

8
「ASEM首脳会合の同時通訳システム
等構築」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月12日 株式会社放送サービスセン
ター

4011101019544 東京都新宿区四谷本塩町４番４０
号

緊急の必要により特定の者でなけ
れば当該業務を履行できず、他に
競争を許さないため（会計法第29条
の3第4項）。

1,040,000 1,040,000 100.0% － － － － －

9
「領事業務情報システム（旅券発給管理
システム）の改修」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月15日 富士通株式会社 1020001071491 東京都港区東新橋１丁目５番２号

本件サービスの提供が可能な者は､
当該システムの開発業者である本
契約の相手方の他になく、他に競争
を許さないため（会計法第29条の3
第4項）。

16,908,100 16,908,100 100.0% － － － － －

10
「ファム・ミン・チン・ベトナム首相一行接
遇（宿舎等手配）」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月18日 株式会社ニュー・オータニ 8010001013240 東京都千代田区紀尾井町４番１号

契約の性質又は目的から特定の者
でなければ納入または履行できず、
他に競争を許さないため（会計法第
29条の3第4項）。

2,241,550 2,241,550 100.0% － － － － －

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開
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11
「外務大臣のWTO閣僚会議出席にかか
る同時通訳」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月19日
株式会社サイマル・インターナ
ショナル

6010001109206
東京都中央区銀座７丁目１６番１２
号

通訳業務については、極めて高度
な通訳能力、国際会議等における
豊富な実績に加え、発言者である総
理・大臣の特有の言い回しや用語
に習熟し、総理・大臣自身の希望に
適った相性のよい通訳者を確保す
ることが不可欠であり、他に競争を
許さないため（会計法第29条の3第4
項）。

3,146,925 3,146,925 100.0% － － － － －

12
「ジャパン・ハウス国内イベント企画・実
施・運営」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月24日 株式会社電通PRコンサルティ
ング

2010001050792 東京都港区東新橋１丁目５番２号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を許
さないため（会計法第29条の3第4
項）。

10,974,700 10,974,700 100.0% － － － － －

13
「一般省員による緊急掲載用テンプレー
トの掲載マニュアルの作成及び研修の
実施」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月26日 富士ソフト株式会社 2020001043507 神奈川県横浜市中区桜木町１丁
目１番地

本件サービスの提供が可能な者
は、統合Web環境の開発・改修業者
である本契約の相手方の他になく、
他に競争を許さないため（会計法第
29条の3第4項）。

2,431,000 2,431,000 100.0% － － － － －

14 「オンライン英語研修」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課
長　貝原健太郎
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和3年11月30日 株式会社シェーンコーポレー
ション

2010001142210 東京都千代田区内神田２丁目１２
番５号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を許
さないため（会計法第29条の3第4
項）。

－ @58,300 － － － － －
単価契約

予定調達総額
3,498,000円

※公益法人の区分において，「公財」は「公益財団法人」，「公社」は「公益社団法人」，「特財」は「特例財団法人」，「特社」は「特例社団法人」をいう。　


